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Abstract
This study aims to reveal the activities of sport intelligence strategy from two perspectives, the 
overall functions and the involvement of sport policymaking process. It describes the overall 
functions of sport intelligence strategy based on activities within national federations (NFs), 
activities within leading organization, sport institution (both in research and athlete support). 
Moreover, the function of sport intelligence strategy has been expanded toward its involvement 
into sport policymaking process. This study also exposed its detailed process of developing “Endo 
Report,”proposal for the future direction of Japanese sport, and of enacting the new sport law.
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はじめに

　2011 年度の世界選手権大会は、各競技団体に
とってロンドンオリンピックの予選を兼ねた重要
な位置づけとなっていた。近年のトップスポー
ツを取り巻く環境は著しく変化し、強豪国は国
を上げて国際競技力向上に取り組んでいる 1）。我
が国においても、2000 年に文部省（現文部科学省）
が「スポーツ振興基本計画」2）を策定しスポーツ
の環境整備を推進してきた。その中で 2001 年 10
月、競技現場を情報・医学・科学の面からサポー
トする国立スポーツ科学センター（以下 JISS）が
設立された。2008 年 1 月、トップスポーツ界待望
のナショナルトレーニングセンター（以下 NTC）
も完成し、国際競技力向上の基盤整備が進められ
ている。
　さらに 2008 年 4 月、文部科学省は競技現場に
おける情報・医・科学サポート活動の充実を目的
として「チーム『ニッポン』マルチサポート事業」
注 1 を考案し予算的な措置を整えてトップスポーツ
の支援を推進している。そのような中、2009 年 9 
月に誕生した民主党政権は、多くの無駄使い予算
の削減を政策目標として掲げた 3）。トップスポー
ツに関わる 2010 年度予算も削減が予想される中、
マルチサポート事業に関しては、2009 年度予算（約
3 億円）から大幅増となる予算措置（約 19 億円）
が実施された 4）。このことは、民主党政権がコミュ
ニティースポーツに力を入れ、自民・公明党が力
を入れていたトップスポーツに予算措置を施さな
いとの予想を払拭する形となった。2011 年度マル
チサポート事業は、約 22 億円の予算措置が施さ
れトップスポーツにおいて異例の増額となった 5）。
さらに、文部科学省は、マルチサポート事業と関
連した副大臣直轄の組織である「タスクフォース」
を設置し、2012 年ロンドンオリンピックでのメダ
ル獲得を推進している 6）。
　この様な背景の中で第 177 回国会において、超
党派のスポーツ議員連盟注 2 から「スポーツ振興法」
の全面改訂という形で「スポーツ基本法」が提出
され採択された 7）。このことは、スポーツ界にとっ
て時代に即したスポーツ政策を推進する法的根拠

を得る基盤が整ったことを意味する。
　ところで、これまで日本のスポーツ政策におい
てスポーツ界側が政策過程に直接関与したのは、
1988 年に中曽根元首相の私的懇談会が『スポー
ツの振興に関する報告』として答申を行ったもの
がある 8）。その後、これを受ける形で保健体育審
議会が 1989 年に『二十一世紀に向けたスポーツ
振興方策について』を答申した 9）。この様に日本
では、政策過程に審議会の関与が施されているこ
とが多い。
　本稿では、今回の『スポーツ基本法』制定の流
れが 2007 年 8 月に当時の文部科学副大臣遠藤利明
氏の提言した「『スポーツ立国ニッポン』国家戦略
としてのトップスポーツ（通称：3 遠藤レポート）」
10）が大きく関与していることに着目した。そこで、
半世紀振りに全面改訂されたスポーツ基本法の制
定の背景を鑑み、これまでの情報戦略の活動の
変遷を紹介するとともにスポーツ政策におけるス
ポーツ界側の政策過程への関与について明らかに
することを目的とした。

1．情報戦略活動の変遷
　我々は、スポーツにおける情報戦略の定義付け
について「意志決定者が正しい、理にかなった判
断・決断をするために『情報』を収集・加工・分析し、
提供すること」としている 11）。本稿では、これま
で実施されてきた情報戦略に関する活動に焦点を
あて、その変遷について、「競技団体の活動」、「統
括組織の活動」、「研究・サポート機関の活動」に
分けて整理を行った。

1 − 1 競技団体の活動
　1997 年〜 2000 年、ラグビー日本代表の新監督
に平尾誠二氏が就任した。同時に日本ラグビー協
会では、強化推進プロジェクト「ジャパン・プロ
ジェクト」注 3 が始動した。この時にメディア等で
も話題になったのが、テクニカル部門（≒情報戦
略グループ）であった。チームが勝つための情報
収集・加工・分析・提案を行うだけでなく、モチベー
ションビデオの作成からチームミーティング時に
おける場の雰囲気作りも手掛けていたと言われて
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いる（表 1）。このテクニカル部門の活動は、アナ
リストの分析活動に重点を置く球技系の競技にお
いて異色の存在であったと言えるであろう。

　その後、日本オリンピック委員会（以下 JOC）
の中において、球技系プロジェクトが 1998 年に立
ち上がり、サッカー、ラグビー、ハンドボール、バ
スケットボールの主要スタッフが集まりプロジェ
クト会議を開催し、多くの情報共有を行った 12）。
2000 年度の球技系サポートプロジェクトの活動
報告では、ゲーム分析・スカウティング、ゲー
ムフィットネス、ルール＆レフリング、強豪国
の強化背景に関わる要因分析が取り上げられて
いた 13）。この時に実施された競技間連携で得た
知識の共有が、今日も活かされているように見受
けられる。その一つが、日本サッカー協会の中
に設置されている「テクニカルハウス」注 4 である。
ここでは、各年代チームのアナリストが所属す
るとともに世界の情報を蓄積し、独自の分析を
加えた「テクニカル・レポート」を作成し配信
している。さらに、2 年に一度開催される「フッ
トボールカンファレンス」注 5 もテクニカルハウ
スが大きく関与している。
　現在、競技団体において情報戦略スタッフや情
報戦略に関わる部門は、試合や大会の分析を行い
戦術・戦略の立案に有益となる情報の提供を様々
な形で行っている。さらに、これらの分析情報を
通してジュニア層の課題を明確に位置付け、育成
面や指導者の講習会にも活かす役割も担っている。

1 − 2 統括組織の活動
　JOC において、情報戦略に関する活動が正式に
行われたのは 2000 年に入ってからである。2000 年
に文部省（現文部科学省）から出された『スポー
ツ振興基本計画』2）に則り、JOC では国際競技力
向上プランである『JOC ゴールドプラン』14）を
2001 年に作成した。その中で「情報・戦略プロジェ
クト」を設置した。2002 年度の JOC における活動
レポートによれば、情報・戦略プロジェクトの概
要を以下の様に説明していた15）。 「情報スタッフ（テ
クニカルスタッフ）の組織化により、オリンピック
大会等国際総合競技大会に際し、一競技団体では
取り組み不可能な大会関連情報の共有化を行った。
特に大会時に IT 機器等を共有することで、より効
率よく画像情報の処理を行い、この組織化された
テクニカルスタッフが競技力向上事業に関するシ
ンクタンク的機能を果たすと同時に、JOC の継続
的な強化活動基盤づくりを行った」ここで言う情
報スタッフとは、今日の情報戦略スタッフのことで
ある。また、情報・戦略プロジェクトは、発展的
な解消が繰り返され 2011 年現在、情報・医・科学
部会に「情報戦略部門」として位置づけられている。

1 − 3 研究・サポート機関の活動
　2001 年 10 月 JISS は、我が国の国際競技力向上
をスポーツ情報・医学・科学面から支える機関と
して開所された。2000 年に出された『スポーツ振
興基本計画』によれば JISS は、(1) トップアスリー
トへの情報・医・科学支援、(2) 国際競技力向上の
ための実践的研究の推進体制の構築、(3) 国際競技
力向上のスポーツ情報戦略機能の構築が、主な役
割と明記されている 2）。
　JISS には、我が国スポーツ界初の情報部門であ
るスポーツ情報研究部が設置された。JISS スポー
ツ情報研究部は、JOC と連携しオリンピック競技
大会等の国際総合競技大会の開催に併せて日本代
表選手団に対する情報後方支援プロジェクト「東
京 J プロジェクト」注 6 を JISS 内に開設している。
このプロジェクトでは、国際競技力向上に関わる
諸外国の取り組みなどの情報を集中的に収集する
とともに、日本代表選手団の戦い方を分析し大会

表 1　平尾ジャパンのテクニカル部門について

1997 日本ラグビー協会　強化推進プロジェクト資料より作成



終了時に分析レポート（Intelligence Report）をま
とめている。この分析レポートが、JOC の中長期
的な戦略プラン作成に少なからず活用されている。
　現在、JISS スポーツ情報研究部では、国際競技
力向上に関わる国内外の情勢や強化戦略、政策、
施策（プログラム）等の情報を収集し、国内の関
係機関に対する定常的な情報配信（メーリングリ
スト Intelligence）も行っている。また、2010 年
度より情報研究部内に国際部門を設置し、母体で
ある日本スポーツ振興センター（NAASH）ロン
ドン事務所と連携し国際ネットワーク拡大や連携
プロジェクトの構築・推進、及び国際情報の収集
にも努めている。

1 − 4 政策過程における情報戦略活動
　2006 年 12 月、遠藤利明元文部科学副大臣は、
自身の私的諮問機関「スポーツ振興に関する懇談
会」を立ち上げ第 1 回の懇談会を開催した 10）。こ
れまでスポーツの政策過程に関しては、文部科学
省主体で行われスポーツ界側が政策過程の中心に
入ることがなかった。しかし、副大臣の私的諮問
機関という形での政策過程に、これまでスポーツ
における情報戦略を推進してきた主要メンバーが
参加した 10）。
　その後、自由民主党（以下：自民党）の政務調
査会注 7 内に設置された「スポーツ立国調査会」お
よび、スポーツ議員連盟（以下：スポーツ議連）
の中に新たに設置された「新スポーツ振興法制定
プロジェクトチーム」と「新スポーツ振興法制定
プロジェクトチームアドバイザリーボード」へも
同メンバーが何らかの形で参加したことは、情報
戦略の新たな活動の場を構築することに繋がった
と言えるであろう。
　ところで、スポーツ立国調査会では、16 回の審
議を経て 2008 年 6 月 10 日に中間報告が提出され
た 16）。中間報告である『国家戦略としてのスポー
ツ』17）では、3 つの戦略が提示された。戦略 1：
競技力の向上に国を挙げて取り組む。戦略 2：国
際競技大会の招致に国として積極的に取り組む。
戦略 3：地域のスポーツ環境の整備を支援する。
中でも戦略 2 については、2016 年東京オリンピッ

ク・パラリンピック招致に大きな影響を与える内
容（国際競技大会の招致を成功に導くため、国に
よる財政面での保証など大会開催への支援を充実
させる）が盛り込まれていた。このことが、2016 
年東京オリンピック・パラリンピック招致に多大
な影響を与えたことは、我が国初の政府による財
政保証が成された点からも理解できる。
　「新スポーツ振興法制定プロジェクトチーム」
は、第 1 回の会合を 2007 年 12 月 20 日に開催し、
その後 15 回の会合を重ね『スポーツ基本法に関
する論点整理』を検討結果としてまとめた 18）。こ
こで重要なことは、『スポーツ基本法に関する論
点整理』をまとめた「新スポーツ振興法制定プロ
ジェクトチーム」に座長代理として、民主党の鈴
木寛前文部科学副大臣、奥村展三現文部科学副大
臣らが加わっていた点である。
　2009 年 7 月当時の与党である自民党と公明党か
ら『スポーツ基本法に関する論点整理』を基にし
た『スポーツ基本法案』を議員立法として提出し
たが、衆議院の解散により廃案となった 18）。その
後、8 月に行われた第 45 回衆議院議員総選挙にお
いて、自民党は、解散前の 300 議席から 119 議席
へと歴史的な大敗となり、308 議席を獲得した民
主党が与党第一党となった。

2．遠藤レポートは何を変えたのか
　2007年8月22 日、遠藤利明元文部科学副大臣は、
自身の私的諮問機関「スポーツ振興に関する懇談
会」による提言書「『スポーツ立国』ニッポン国家
戦略としてのトップスポーツ」（通称「遠藤レポー
ト」）をまとめて記者会見を行った 19）（写真）。
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写真 通称 遠藤レポート



　その内容は、スポーツ省（庁）・スポーツ担当
相の新設、スポーツ関連予算の充実、スポーツ振
興法の改定、国内スポーツ界全体を統括する組織

「日本スポーツコミッション」（仮称）の設立、情
報戦略部門を担う「スポーツ情報戦略局」（仮称）
の設置、そしてオリンピックを始めとした国際競
技大会に国家戦略として取り組む必要性などであ
り、国がスポーツの振興に責任を持って取り組む
ことを求めるものであった。
　私的諮問機関（スポーツ振興に関する懇談会）
の構成メンバーは、遠藤元副大臣、JOC 理事、日
本アンチ・ドーピング機構事務局長、競技団体理
事、競技団体強化委員会委員、オリンピックメダ
リスト、JISS 研究員の 7 名であり、毎回の懇談会
には地域、競技団体、統括団体等の有識者を招き
11 回の会議を開催しレポートを取りまとめた 10）。
　この中で最も重要な点は、我が国のスポーツの
根幹となる『スポーツ振興法』が制定されてから
46 年が経過し、スポーツを取り巻く環境が著しく
変化してきていることに着目した上でスポーツ振興
法の改訂を視野に入れた提言も加えたことである。
　さらに『遠藤レポート』は、文部科学省の官僚
が主体として作成されたものではなく、スポーツ
の有識者を招集して会議（各分野の専門家を招き）
を開催しスポーツ界側が主体となって提言をとり
まとめた 10）。ただ、毎回の会議には、スポーツ青
少年局から、局長、審議官、各課長、専門官等も
随時参加した。
　この一連の策定過程は、スポーツ政策における
新たな局面と言えるであろう。
　また、この流れを受けて 2007 年 10 月 30 日、
当時の政権与党である自民党の中に、大きな変革
がもたらされた。自民党の政策過程は、政務調査
会において各専門分野の調査会で審議と決議をお
こない総務会の議を経て内閣に送られ閣議決定を
得るものであった 20）。しかし、これまで自民党は、
立党以来政務調査会の中に「スポーツ」と名の付
く調査会が存在していなかった。これを『遠藤レ
ポート』の提言者である遠藤利明衆議院議員の働
きかけにより、初めて党内に「スポーツ立国調査
会」が設置され第 1 回の会合が開催された。スポー

ツ立国調査会の会長には、麻生太郎（第 92 代内閣
総理大臣）、最高顧問が森喜朗（第 85・86 代内閣
総理大臣）という党内の実力者を置くという措置
が講じられた。このことは、自民党が本格的にス
ポーツ政策に取組むことを示した大きな転機であ
り、その後のスポーツ政策に多大な影響を与える
ことになった。
　また、2007 年 11 月、スポーツ議員連盟（以下：
スポーツ議連）の中に「新スポーツ振興法制定プ
ロジェクトチーム」が発足した 21）。さらに、「新ス
ポーツ振興法改定プロジェクトチーム」には、ス
ポーツの専門的な見地からアドバイスを実施する

「アドバイザリーボード」も設置された 21）。アドバ
イザリーボードは、これまでの中央教育審議会に
おける保健体育審議会と、違った形での意見を収
集する組織として機能していくこととなった。
　2009 年 4 月、アドバイザリーボードは、「スポー
ツ振興法の改正」よりもスポーツの基本理念をう
たった『スポーツ基本法』を制定するべきである
との答申を行った 21）。
　この中間報告を中心に連立を組む公明党との調
整の上、スポーツ基本法（案）の作成が加速して
いくこととなった。その後、2009 年 7 月に当時の
与党案（自民党・公明党）として『スポーツ基本
法案』を国会に提出したが廃案となった 22）。
　政権交代後の 2010 年 8 月文部科学省は、スポー
ツ政策の方向性として『スポーツ立国戦略』を
発表した。その後、2011 年 5 月 31 日衆議院 8 会
派による超党派の案として『スポーツ基本法案』
が、第 177 回国会に提出された 21）。これに伴い
第 174 回国会に提出され継続審議となっていた
自民・公明党が提出していた『スポーツ基本法案』
を撤回した 21）。2011 年 6 月 9 日、衆議院本会議
において全会一致で可決され参議院へ提出され
た 21）。2011 年 6 月 17 日、参議院本会議におい
て全会一致で可決され『スポーツ基本法』が成
立された 21）。2011 年 6 月 24 日「スポーツ基本法」
は公布された 21）。以上の経緯を経て 2011 年 8 月
24 日『スポーツ基本法』が施行された 23）。これ
に伴い、現在『スポーツ基本計画』の策定が進
められている（表 2）。
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　この一連のスポーツ政策に関する流れを検証
した時『遠藤レポート』作成過程におけるスポーツ
界の参画は、スポーツ政策過程に大きな変革をも
たらした可能性が考えられる（図 1）。

　それまでのスポーツ界側からの政策過程への関
与は審議会での発言や、政治家や政党への陳情と
いう形をとっていた。しかし、遠藤レポートの作
成における参画は、その後の流れを含めて極めて
異質なものであった。
　また、スポーツ界では、『遠藤レポート』によ
るスポーツ政策過程への参与を冷静に判断し、多
くの組織が政策提言を出し始めた。日本体育学会
もようやく 2009 年に開催された第 60 回学会大会
でスポーツ政策への提言となるシンポジウム「ス
ポーツ振興のビジョンとプラン」を開催した 24）。
笹川スポーツ財団は、2011 年 6 月ホームページ上
に「新たにシンクタンクへと事業を転換し、スポー
ツに関する各種基礎データの収集と研究調査をも
とに、日本のスポーツ政策を考える組織として新
たな歩みを始めた（笹川スポーツ財団 HP より抜

粋）」との一文を掲載し、シンクタンク宣言を行っ
た 25）。この他にも、日本スポーツマネジメント学
会、スポーツ社会学会、スポーツ法学会等が政策
過程への関与に興味を示す内容のシンポジウム等
を開催した。

3．政策決定過程への関与　−タスクフォースの
設置−
　文部科学省は、「トップアスリートが世界の強
豪国のアスリートに伍し、メダルを獲得できるよ
うに支援するための具体的な改善方策について、

『プレーヤーズ・ファースト』の観点から、現場
のニーズに即した迅速な検討を行う」ことを円滑
に進める役割を担う目的で副大臣直轄の組織とし
て「2012 ロンドンオリンピック強化支援の検討に
関する懇談会／通称：タスクフォース」を 2011 年
4 月に設置した 6）（図 2）。
　タスクフォースの本部長には、鈴木寛文部科学
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表 2　スポーツ政策に係る主要項目

図 2. 文部科学省 タスクフォース組織図

図 1. 遠藤レポートは何を変えたのか（概念図）

2011 タスクフォース本部会議資料より
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副大臣（当時）が着任しスポーツの分野におい
ても政治主導を掲げる民主党政権の方針を具現化
した形となった。副本部長には、スポーツ界から
JOC 副会長福田富昭氏（強化担当）、日本アンチ・
ドーピング機構（以下JADA）前会長河野一郎氏（情
報・医・科学担当）、そして実行委員長には、前サッ
カー日本代表監督の岡田武史氏が就任した 6）。
　タスクフォースの役割の一つとしてマルチサ
ポート事業の推進がある。マルチサポート事業は、
大きく二つの事業に分けることができる。一つ
は、アスリートサポート事業。二つ目は研究開発
事業である。文部科学省は、委託先を公募し、そ
の結果アスリートサポート事業を NAASH が受託
し、研究開発事業を筑波大学が受託した。タスク
フォースは、「プレーヤーズ・ファースト」の観
点からマルチサポートにおける二つの事業を円滑
に推進することも担っている。
　タスクフォースにも情報戦略の中心メンバーが
選出されている点は、今後のスポーツ政策に大き
な意味を持つ可能性が考えられる。

まとめ

　本稿では、1990 年代の後半から始まったスポー
ツにおける情報戦略の変遷に関して紹介を行っ
た。その活動領域は、競技団体、JOC、JISS、そ
してオリンピックやアジア競技大会という国際総
合競技大会を中心に展開を行ってきた。
　さらに本稿では、2007 年 8 月に発表された遠藤
利明元文部科学副大臣の私的諮問機関「スポーツ
振興に関する懇談会」による提言書「『スポーツ
立国』ニッポン国家戦略としてのトップスポーツ」

（通称「遠藤レポート」）の作成が、スポーツ基本
法の制定に大きく関係していた点に着目した。
　この点から近年では、スポーツにおける情報戦
略の新たな領域として政策過程への関与が明らか
になった。

注

注 1　2012 年ロンドンオリンピック競技大会及び

2014 年 2 月開会予定のソチオリンピック冬
季競技大会において、我が国が世界の強豪
国に競り勝ち、より確実にメダルを獲得す
るために、トップレベル競技者などのメダ
ル獲得が期待される者に対して、多方面か
ら専門的かつ高度な支援を戦略的・包括的
に実施することを目的に文部科学省が平成 20 
年度から実施している委託事業。

注 2　議員連盟の略称を「議連」という。特定の
政策テーマごとに形成される国会議員によ
る任意集団、規約や役員等の団体としての
組織形態を有する。ここでは党派を越えた
スポーツに関係する政策テーマを扱う議連
のことをいう。

注 3　日本ラグビーフットボール協会が日本代表
チームの強化を主軸に置き、日本代表チー
ムを支える組織を新たに編成し整えて進め
られたプロジェクト。

注 4　テクニカルハウスは、代表チーム、指導者
養成、ユース育成、そしてグラスルーツに
おけるナレッジマネジメントと情報マネジ
メントのハブとするべく、日本サッカー協
会が立ち上げた組織である。代表チーム、
指導者養成、ユース育成、そしてグラスルー
ツでの情報をまとめた報告書やビデオなど
を通じて、情報を形式的なものとする役割
も担っている。

注 5　日本サッカー協会が主催し、種別、指導対象、
ライセンスを問わず全国の大勢の指導者が
一同に会し、世界のサッカーの動向に関す
る情報を共有する唯一の場であり、2 年に 1
回開催される。

注 6   「東京 J プロジェクト」は、JISS の ｢JISS-
JOC 連携事業｣ の一貫であり、JISS 情報研
究部の情報収集・分析力を最大限に活用し
た、日本選手団を後方から支える情報機能で
ある。

注 7　自民党の国会議員と総裁が委嘱した学識経
験者をもって構成され、党の政策調査と政
策立案を担当し、審議決定をする機関。
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